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研究成果の概要（和文）：本研究では、非経済的要因にも考慮した青果物消費の規定要因に関する研究を行った。主な
成果は以下の通りである。需要体系分析では、サラダは家庭消費に浸透してきており、少人数世帯ほど消費が増加して
きていることが明らかとなった。また共分散構造分析では、野菜と果実ともに健康・安全志向が消費量に影響しており
、野菜では調理志向、果実では共食志向が消費量に影響していることが明らかになった。以上の結果から、青果物の消
費拡大には、健康・安全面をアピールするとともに、野菜では調理メニューの提案とカット野菜での消費拡大、果実で
は一緒に食べることの楽しさの遡及が有効であると考える。

研究成果の概要（英文）：This is a study into determinants, including noneconomic factors, of Fresh Fruits 
and Vegetables consumption, and its main findings are summarized as follows. An analysis of demand 
systems revealed that salad is increasingly consumed by households, and that households with fewer 
members consumed more salad. Covariance structure analysis revealed that the amounts of both vegetables 
and fruit consumed were affected by people’s attitudes toward health and safety, while that of 
vegetables consumed was affected by people’s attitudes toward cooking, and that of fruit consumed was 
affected by people’s attitudes toward eating with other people. These results suggest that highlighting 
the healthiness and safety of Fresh Fruits and Vegetables is effective in increasing their consumption, 
proposing recipes and offering pre-cut vegetables are effective in increasing consumption of vegetables, 
and spotlighting the enjoyment of eating with others is effective for increasing fruit consumption.

研究分野：消費者行動
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１．研究開始当初の背景 
 我が国でも所得格差と生活習慣の関連や
低所得層の野菜摂取量の少なさが指摘され
ている（平成 22 年度国民健康・栄養調査）。
ただしこれについて、特に我が国の場合は、
所得がただちに青果物消費量に影響すると
してしまうのでは、実態を十分捉えきれない
可能性がある。むしろ、所得格差が生活や健
康、食に対する知識や意識に違いをもたらし、
それが食品の選択にも影響を及ぼすという
ように、青果物消費と所得との関連はその背
後にある意識等を含めた構造として捉える
必要がある。加えて、その他の非経済的な項
目も青果物消費の規定要因でなくなったわ
けではなく、青果物の消費には、世帯の構成
など社会的属性や世帯員の嗜好、食習慣や食
文化、さらには食卓の状況（ＴＰＯ）、調理
の技術などが複雑に絡み合って影響を及ぼ
していると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、青果物消費の規定要因の解明
に向けて、非経済的要因に着目しつつ経済的
要因も考慮した質的及び量的分析を行う。 

 
３．研究の方法 
 ①食行動記録及び深層面接による質的分
析、及び家計調査個票による量的分析を通し
て、所得や社会的属性、意識・価値観、文化
的背景、調理技術等の経済的・非経済的要因
を摘出するとともに、②青果物消費量と各要
因との因果関係を構造化した消費構造モデ
ルを構築し、大規模アンケート調査データを
用いて共分散構造分析により定量的な検証
を行う。そして、③諸外国の消費拡大への取
り組みの成果・知見や、カット野菜等多様な
形態の青果物の販売状況等も考慮しながら、
実証結果をもとに青果物の消費拡大に向け
た具体的な方策を提示する。 
 
４．研究成果 
 本研究の主要成果である需要体系モデル
分析と共分散構造分析結果について以下に
示す。 
(1) 需要体系モデルを用いた日本国内にお
けるサラダと生鮮野菜の代替・補完関係 
日本の生鮮野菜消費の需要構造を明らか
にするため、調理食品「サラダ」を取り上げ、
サラダに用いられる 4品目の生鮮野菜（キャ
ベツ、レタス、キュウリ、トマト）との品目
間の需要構造と消費者の世帯属性との関係
について需要体系分析を行った。分析にあた
っては、2000 年から 2010 年の 11 年間の家計
調査個票の月次データを用い、ゼロ消費を考
慮したＬＡ／ＡＩＤＳを適用した。家計調査
の個票データを用いることにより、これまで
集計データの使用により行われてきた分析
では考慮することが難しかった、消費者属性
と消費の関係性や、特定の年、月など短期間
における需要関数の推計が可能となる。 

 分析の結果、サラダとサラダに使用される
生鮮野菜の消費構造に関して以下の点を明
らかにした。 
 

表１ 推計結果（2000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ 推計結果（2010 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 第１に、生鮮野菜品目について、それぞれ
の価格や世帯属性が消費に与える影響を定
量的に評価することができた。これまで、野
菜消費の規定要因として、所得が重要な要因
であるとされてきたが、１段階目のプロビッ
トモデルの推定結果より、すべての品目にお
いて所得のパラメータは正の値となり既存
研究の結果と整合的であった。そのうえで、
ゼロ消費を考慮した需要体系分析の結果、所
得の限界効果は、レタス、トマト、サラダで
プラスの値、キャベツではマイナスの値とな
り、支出割合については品目によって所得の
要因の与える影響が異なることも明らかと
なった。その他、政令指定都市、世帯年齢や
所得、子供の有無、女性の割合、等の世帯属
性がこれらの生鮮野菜およびサラダの消費



額に影響を与える属性であることを明らか
にした（表 1、表２）。 
第２に、調理食品であるサラダは、生鮮野
菜の品目の価格と相互に影響しあって消費
量が変化していることが明らかとなった。今
回使用した品目のなかでは、キャベツ価格の
変化によるサラダ消費への影響は明確には
特定的なかったが、サラダとトマトやレタス
には代替関係が認められ、消費者はトマトや
レタスの価格が上昇した際には、サラダを代
替品として選択していることが示された。し
かし、今回使用した「家計調査」データのサ
ラダは、野菜をカットしただけのサラダだけ
でなく、ポテトサラダ等の惣菜的要素を持つ
商品も含んでいるため、今回の推定結果はこ
の影響を考慮する必要がある。この点につい
ては、より詳細なデータと、家庭内のサラダ
消費方法のより詳細な分析が必要となる。 
 第３に、世帯属性とサラダ消費の関係性に
ついて、経済理論に基づく需要体系分析によ
って明らかにした。サラダの消費においては、
妻が就業しており、都市部に居住しているほ
ど、また、世帯員数及び子供が少ない世帯ほ
ど、サラダの消費シェアが高くなる。 
 こうした結果に加え、2000 年から 2010 年
までの 11 年間でサラダの自己価格弾力性が
小さくなり、つまり、サラダ価格の消費額へ
の影響は小さくなり、サラダが家計の消費に
浸透してきている点も重要な知見である。今
後、少子化や世帯員数の減少が進む日本の野
菜消費においてサラダはますます重要な品
目となっていくと言えよう。  
 
(2)共分散構造分析による青果物消費の構造
分析 
 調査方法としてWeb上でのアンケート調査
を採用した。調査項目は消費者属性や青果物
及びその一次加工品の計22品目の購入頻度、
青果物摂取の習慣性や嗜好性、買い物の不
便・苦労、健康への関心、食生活に関するラ
イフスタイル等である。調査は、2015 年 2月
に東京都 23 区、名古屋市、大阪市の 1,500
人を実施したが、そのうち女性のみの世帯を
対象とし、同一回答などの異常値を除き 966
人を本稿でのデータとした。 
分析対象とした消費者については、単身ま
たは高齢かどうかによって世帯類型を５つ
に区分し、これら世帯間での特徴をクロス集
計等により確認した。また、食事に関するラ
イフスタイルについては、SPSS22.0 による探
索的因子分析（以下、EFA）を実施し、青果
物消費を規定する要因として抽出した。 
青果物の購入頻度を目的変数、食生活のラ
イフスタイルで抽出された5つの因子を潜在
変数、年収(一人あたり)、年齢、家族人数、
主観的健康観、子供頃消費習慣（野菜・果物）
を観測変数とする構造方程式モデリングに
よる推計を行った。推計はＲを用い、別添・
第 3 図で示した分析初期モデルから出発し、
説明変数からのパスの増減や修正係数を考

慮することで適合度の向上を図り、最も良好
な適合が認められたものを最終的な解とし
て採用した。 
その結果、青果物の購入を規定する要因は、
野菜と果実で共通性が確認された反面で、要
因の影響度の大きさなど微妙に異なってい
ることが確認されている。また、ライフスタ
イル要因として抽出されていた経済性志向
や外部化志向とともに、各品目の購入頻度と
有意な差が確認された主観的健康観につい
ては、本分析モデルでは有効な変数としては
確認されなかった。 
 野菜については、健康・安全志向、調理指
向といった食生活ライフスタイルの影響度
が大きいほか、家族数が購入頻度に直接的に
影響を及ぼしていることが確認された（図 1）。
また、潜在変数を経由した観測変数の影響度
を示す統合効果を推計すると、野菜の購入に
対して家族数の影響度が最も大きいという
結果が示されている（表３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 共分散構造分析の結果（野菜） 
  
 

表３ 観測変数の統合効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
果実では、野菜と同様に健康・安全志向が確
認されたほか、共食志向というライススタイ
ルの影響がみられるとともに、年齢が直接お
よび間接的に果実の購入を規定する要因と
なっている（図 2）。観測変数の統合効果では
年齢の影響度が最も高いという結果が示さ
れている（前掲・表 1）。 
 ここで、野菜および果実の共通性について
みると、ライフスタイル要因としての健康・
安全志向の大きさが指摘される。また、野菜



では調理指向、果実では共食指向が健康・安
全志向とともに有効であったことから、購入
頻度の拡大には、これら品目の健康・安全さ
を訴える戦略とともに、野菜では調理メニュ
ーの提案、果実では一緒に食べることの楽し
さやイメージを遡及する提案が有効になる
と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 共分散構造分析の結果（果実） 
 
 一方で、わが国の人口は今後さらに高齢化
が進行するとともに、家族数は単身世帯の増
加から減少傾向にあることが知られている。
これら推計結果から将来的な見込みをすれ
ば、野菜では家族数の減少の影響とともに、
果実では年齢の影響について年齢および時
代効果の両面から評価する必要があり、世帯
人員別、年代別の継続した詳細な研究が求め
られる。 
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